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徳島県情報公開・個人情報保護審査会答申情第４２号 

 

第１ 審査会の結論 

徳島県及び高知県参議院合同選挙区選挙管理委員会の決定は、妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

１ 公文書公開請求 

平成３０年５月１４日、審査請求人は、徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条

例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、徳島県及び高知県

参議院合同選挙区選挙管理委員会（以下「実施機関」という。）に対し、「２０１８

年４月１３日付けの徳島新聞記事に関する（県決裁書類砂消しゴムで書き換えした件）

で経緯経過が分かる書類全部（危機管理政策課、選挙管理委員会、管財課、もうかる

ブランド推進課、にぎわいづくり課）」の公文書公開請求（以下「本件請求」という。）

を行った。 

 

２ 実施機関の決定 

平成３０年５月２５日、実施機関は、本件請求に対し、公開請求に係る公文書を作

成し、又は取得しておらず、文書が不存在であるとして、条例第１２条第３項の規定

により請求を拒否する公文書公開請求拒否決定処分（以下「本件処分」という。）を

行い、審査請求人に通知した。 

 

３ 審査請求 

平成３０年６月１日、審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、実施機関に対して審査請求を行った。 

 

４ 諮問 

平成３０年８月２４日、実施機関は、徳島県情報公開審査会（現徳島県情報公開・

個人情報保護審査会。以下「当審査会」という。）に対して、本件審査請求につき諮

問（以下「本件事案」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

審査請求書には、「あるべき書類が無いのは笑可しい。」と記載されている。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求書には、「県は、自分勝手な情報公開をしている（枉法行為）を確認した

為」と記載されている。 
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第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関から提出された弁明書によると、本件処分の理由は、おおむね次のとおり

である。 

(1) 平成３０年５月１４日付けで審査請求人から出された「２０１８年４月１３日付

けの徳島新聞記事に関する（県決裁書類砂消しゴムで書き換えした件）で経緯、経

過が分かる書類全部」の公文書公開請求に対し、実施機関は対象文書を「平成２９

年度包括外部監査の結果報告書において指摘された、第２４回参議院議員通常選挙

に係る諸印刷物に関して、徳島県及び高知県参議院合同選挙区選挙管理委員会又は

徳島県政策創造部地方創生局市町村課が作成した、選挙公報を再印刷するために決

裁書類の支出予定金額の修正に当たって、経緯経過を記した文書（報告書・協議書

等）」と特定した上で、当該公文書については、現に作成し、又は取得していない

ため、本件処分を行ったものである。 

(2) 確かに、第２４回参議院議員通常選挙に係る諸印刷物の作成に関して、選挙公報

を再印刷するために決裁書類の支出予定金額を砂消しゴムにより修正しているが、

修正に当たっては、口頭により報告又は協議を行っており、経緯や経過を記した文

書は作成していない。 

なお、外部監査制度とは、地方公共団体の組織に属さない外部の専門的な知識を

有する者が、当該団体との契約に基づき監査を実施する制度であり、このうち包括

外部監査とは「財務に関する事務の執行」及び「経営に係る事業の管理」のうち、

地方自治法第２条第１４項及び同条第１５項の趣旨を達成するため必要とする特

定の案件について監査を行うものである。結果報告書は、包括外部監査人による関

係書類の確認及び詳細なヒアリングにより作成されるものであり、実施機関におけ

る口頭意見の内容も反映されているものである。 

(3) 審査請求人は、実施機関が決裁書類を修正する際に何らかの文書を作成し、又は

取得したにもかかわらず、当該文書を公開しないのは納得できないと独自に判断し

て審査請求を行っているものと思料されるが、そうした事実はなく、実施機関は、

この件に関して文書を作成し、又は取得もしていない。 

(4) 以上により、実施機関は本件請求に係る公文書を保有しておらず、文書が不存在

であるため、条例第７条第２号の規定により、公開請求を拒否したものである。 

 

第５ 審査請求人の反論要旨 

実施機関の弁明書に対し、審査請求人から「本来、外部の監査で指摘された場合（改

ざん行為）に対して、県は対策等を示すのが普通であり、それら書類が無い為」と記

載された反論書が提出されている。 

 

第６ 審査会の処理経過 

本件事案に係る当審査会の処理経過は、次のとおりである。 



- 3 - 

年月日 内 容 

平成３０年８月２４日 諮問 

令和６年２月１５日 
第２部会（第８回） 

審議 

同年  ３月１８日 
第２部会（第９回） 

審議 

 

第７ 審査会の判断 

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。 

１ 本件請求に係る公文書の特定について 

実施機関は、本件請求に係る公文書を、平成２９年度包括外部監査の結果報告書に

おいて指摘された、第２４回参議院議員通常選挙に係る諸印刷物に関して、徳島県及

び高知県参議院合同選挙区選挙管理委員会又は徳島県政策創造部地方創生局市町村課

が作成した、選挙公報を再印刷するために決裁書類の支出予定金額の修正に当たって、

経緯経過を記した文書（報告書・協議書等）と特定して本件処分を行っている。 

これに対し、審査請求人は、公文書公開請求書においては、本件請求に係る公文書

を、県の決裁書類を砂消しゴムで書き換えした件の徳島新聞記事について経緯経過が

分かる書類としていたが、その３か月後に提出した反論書では、外部の監査で指摘さ

れた場合（改ざん行為）に対して対策等を示した書類も含まれると主張としており、

公文書の特定について争いがある。 

都道府県知事は、毎会計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を締結しなけ

ればならないこととされ（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６

第１項）、包括外部監査契約の期間の終期は、包括外部監査契約に基づく監査を行う

べき会計年度の末日とされている（同条第７項）。包括外部監査人は、包括外部監査

契約で定める包括外部監査契約の期間内に、監査の結果に関する報告を決定し、これ

を提出しなければならないこととされている（同法第２５２条の３７第５項）。監査

委員は、監査の結果に関する報告の提出があったときは、これを公表しなければなら

ないこととされ（同法第２５２条の３８第３項）、都道府県知事は当該監査の結果に

基づき措置を講じたときは、その旨を監査委員に通知し、監査委員は、当該通知に係

る事項を公表しなければならないこととされている（同条第６項）。 

徳島県の平成２９年度包括外部監査の結果に関する報告は、監査委員から平成３０

年３月３０日に公表され、実施機関はこれを受けて措置を講じ、決裁書類を砂消しゴ

ムで書き換えたことについて措置を講じたことが同年９月２８日に公表された。 

審査請求人が主張するところの、外部監査の指摘に対して対策等を示した書類は、

平成３０年９月２８日に公表された措置に関するものであるから、監査の結果に関す

る報告から１か月しか経過していない本件請求の時点では、当該書類は未だ作成され
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ていないことが推認され、公文書公開請求において特に指定がない限り、当該書類は

本件請求に係る公文書には含まれないものとして対応することが、社会通念上相当と

認められる。 

したがって、実施機関が、本件請求に係る公文書を、平成２９年度包括外部監査の

結果報告書において指摘された、第２４回参議院議員通常選挙に係る諸印刷物に関し

て、徳島県及び高知県参議院合同選挙区選挙管理委員会又は徳島県政策創造部地方創

生局市町村課が作成した、選挙公報を再印刷するために決裁書類の支出予定金額の修

正に当たって、経緯経過を記した文書（報告書・協議書等）と特定したことについて

は、格別不合理な点はない。 

 

２ 実施機関が本件請求に係る公文書を保有しているか否かについて 

徳島県及び高知県参議院合同選挙区選挙管理委員会の事務処理については、それぞ

れの県の選挙管理委員会の事務処理の例によるものとされ（徳島県及び高知県参議院

合同選挙区選挙管理委員会規程（平成２７年徳島県及び高知県参議院合同選挙区選挙

管理委員会告示第１号）第１１条）、徳島県選挙管理員会の文書管理については、徳

島県文書管理規則（平成１３年徳島県規則第７３号）及び徳島県文書規程（平成１３

年徳島県訓令第１３号）の例によることとされている（徳島県選挙管理委員会規程（昭

和４０年徳島県選挙管理委員会告示第３号）第１６条第１号）。徳島県文書規程にお

ける決裁書類を修正する際の手続については、「立案の場合において、金額その他重

要部分の字句を訂正したときは、その箇所に押印すること」（徳島県文書規程第１３

条第１０号）とされているが、経緯経過について記録した文書を作成することまでは

求められていない。 

決裁文書を砂消しゴムで修正することは、徳島県文書規程では認められていない方

法であるとしても、その修正の経緯経過について記録した文書を、作成の義務がない

にもかかわらず作成すべき事情も認められない。 

したがって、本件請求に係る公文書を作成していないとの実施機関の説明には、特

に不合理な点は認められない。 

 

３ 結論 

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に検討した結果、冒頭の「第１ 審査会の

結論」のとおり判断する。 
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徳島県情報公開・個人情報保護審査会第２部会委員名簿 

（５０音順） 

氏  名 職 業 等 備  考 

綾野 隆文 弁護士  

岩田 晴美 四国大学生活科学部教授  

小田切 康彦 徳島大学大学院社会産業理工学研究部准教授 部会長 

桝本 久実 税理士  
  


